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富岡市立西中学校いじめ防止基本方針（H30 年度） 

 

〔いじめの定義〕 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ いじめに対する基本的な認識 

１ いじめは、人間として決して許されない、卑怯な行為である。 

２ いじめは、どの学級、どの生徒にも起こりうるものであり、また、どの生徒も被害者にも

加害者にもなりうるものである。 

３ 本校の教育目標「豊かな心と学ぶ意欲を持ち、夢に向かってたくましく生きる生徒の育成」

の具体目標「徳：思いやれる生徒」をより具現化するためには、いじめを「しない、させ

ない、ゆるさない」生徒の育成を図る必要がある。 

４ いじめをなくすためには、勉強や運動ができないことや劣等感を味わうことなどへのストレス

を軽減し、逆に自己有用感や自己肯定感が味わえるように一人ひとりを大切にした授業づくり

を目指していくこと、また、自他の良さを認め合い切磋琢磨していける学習集団作りを進めて

いくことが大切である。 

５ いじめの根絶は、学校と生徒、家庭、地域、関係する機関が一体となって取り組むことに

より初めて可能となる。 

６ 生徒を取り巻く社会の問題は大人社会の反映とも言われ、いじめの根絶には、周りの大人

たちの「いじめのない社会をつくろう」とする認識の共有が不可欠である。 

 

Ⅱ いじめの様態 

  本校に於けるいじめの様態を次の８点を基本として、未然防止や早期発見等の取組を推進す

るが、この様態に類さない他者への心身に苦痛を与える行為についても留意する。 

１ 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、いやなことを言われる。 

２ 仲間はずれ、集団による無視をされる。 

３ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする。 

４ ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする。 

５ 金品をたかられる。 

６ 金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。 

「いじめ」とは、生徒等に対して、当該生徒等が在籍する学校に在籍している等当該生徒等

と一定の人間関係にある他の生徒等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為(インター

ネットを通じて行われるものを含む)であって、当該行為の対象となった生徒が心身の苦痛を

感じているものをいう。          (いじめ防止対策推進法 第 1章総則第 2条) 
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７ 嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。 

８ パソコンや携帯電話など NET 上で、誹謗中傷やいやなことをされる。 

 

Ⅲ いじめの未然防止に向けた取組 

１ 学校が主体となって行う主な取組 

(1) 生徒にとって、学校が楽しく充実しているという実感が得られるような教育活動を推進

することが、いじめの未然防止の原点であるとの認識のもと、学校を挙げて「わかる・で

きる授業」の推進と、「その生徒のよさを見出し、認めて、褒めて、賞賛する指導」を行う。 

(2) いじめ防止に視点をあてた学校経営、学級経営を積極的に進め、「生徒一人一人が活躍で

き、心の居場所がある学校・学級」の具現化を図る。また、「思いやりや温かい言葉により

信頼関係に溢れる学校・学級」を目指す。 

(3) 本校の「いじめ防止基本方針」に基づき、年間を通じた組織的・計画的・継続的ないじ

め防止等に関する活動を充実させる。また、いじめ防止活動の詳細については、西中学校

「いじめ防止プログラム」(年間指導計画)で定める。 

(4) いじめ防止等に関する活動を実効的に行うため、校長、教頭、教務主任、人権教育主任、

生徒指導主事、教育相談主任、養護教諭、S.C.、ＰＴＡ会長、民生児童委員等からなる「い

じめ防止推進委員会」を組織し、いじめ防止といじめ早期対応を行う。また、「いじめ防止

推進委員会」にいじめ防止担当教諭を置く。 

(5) 人権教育のねらいは、「他者が持つ自分との異なりを認め、その価値を知り、尊重する」

姿勢と行動を身につけることであり、いじめ防止活動の中核である。年間２回行う「いじ

め防止強化月間」を中心に生徒の人観感覚を高め、いじめを許さない生徒を育成する。 

(6) 規範意識、友情、協力、思いやり、寛容、誠実、勇気など、いじめ防止に関連した道徳

的価値について道徳の時間はもとより、全教育活動を通して、道徳的実践力まで高める。 

(7) 全職員が全校生徒の担任として、適切に、かつ愛情を持って支援や指導にあたり、生徒

への願いと思いの強さで生徒を導く積極的な生徒指導を行い、いじめや体罰のない学校に

する。 ～ 「愛して、信じて、任せて、誉めて、叱って」の繰り返し  ～  

(8) 生徒自らが、いじめの問題性に気づき、考え、いじめ防止に向けて行動を起こせるよう

生徒会や学級活動委員会が主体となった取組を推進する。 

(9) 西中ブランドを基盤として、自己の考えを持ち、正しく主張し合い、相互に高め合う「学び

合う活動」の指導を工夫することで、いじめに負けず、ゆるさず、立ち向かう意志と勇気を持

った学校風土を育む。 

(10) いじめ防止は、生徒の人権を守る取組であり、生徒と関わるすべての教職員は研ぎ澄ま

された人権感覚をもってこれに当たらなければならない。そのため、組織的・計画的な研

修と自らの意志に基づいた研鑽を推進する。 
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 ２ 家庭・地域との連携 

(1) 学校通信や学級だより、ホームページ等を用いて、日頃から保護者や地域の方に学校の

様子を細やかに発信し、連携の素地をつくる。 

(2) いじめは休日や登下校でも起こる。保護者や地域の方の見守りや声かけが維持発展でき

るよう努める。 

(3) LINE やツイッターなどの SNS 利用に伴うインターネット上でのいじめや差別などの人権

侵害や人権被害を防ぐため、ＰＴＡや保護者との連携を強化する。 

(4) いじめ防止対策推進法第九条に示された保護者の「当該生徒への規範意識育成」への努

力義務が果たせるよう、様々な機会を活用し支援を行う。 

 ３ 関係機関との連携 

(1) 日頃より、民生児童委員、主任児童委員、各健全育成団体、児童相談所や警察等との連

携を密にとり、いじめ防止のための情報収集と防止活動への支援を得る。 

 

Ⅳ いじめへの対処に関する方針 

１ 情報収集 

(1) 学校を挙げていじめ防止に取り組んでいるとしても、いじめは起こり得るという考えの

もと対応の充実を図り続ける。 

(2) いじめの早期発見のため毎月末に調査を実施し、全職員で情報の共有を図る。 

(3) 休日や登下校など学校外で発生するいじめの早期発見のため、保護者や地域の方が、些

細なことでもいじめにつながるような兆候等を気軽に学校へ連絡できる関係をつくる。 

２ 初期対応 

生徒がいじめを受けていると思われるとき、又はいじめを確認したときは、 

(1) 複数の職員で、速やかに初期指導（いじめと思われる行為の停止等）と情報収集を当事

者（被害生徒、加害生徒、保護者等）に行うとともに、いじめ防止推進委員会に報告し、

いじめの有無などの確認をする。 

(2) 収集された情報を整理し、結果を教育委員会に報告する。 

３ 対策と対処 

(1) いじめ防止推進委員会は、収集した情報をもとに指導順位を明確に示し、指導方針、指

導内容を決定し、教職員の共通理解のもと、適切な指導にあたる。 

(2) 情報と指導方針を正確かつ迅速に当該家庭へ伝え、共に協力内容を共有し生徒の支援と

指導にあたる。 

※S.C.などの助言を得つつ、いじめを受けた生徒やその保護者を支援し、他方いじめを

行った生徒に対しては指導を行い、その保護者に対しては助言を行う。 

(3) いじめが犯罪行為として取り扱われると認めるときは、富岡警察署と連携して対処する。
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特に、生徒の身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあるときは、直ちに富岡警察署

に通報し、援助を求める。 

(4) その他の対策 

① インターネットを通じたいじめの場合、被害者やその保護者はいじめに係る情報の削除

や発信者情報の開示を請求するために、法務局又は地方法務局への協力を求めることがで

きる。学校はこの請求活動を支援する。 

② いじめを行った生徒については、いじめを受けた生徒が使用する教室以外の場所におい

て学習を行わせるなど、いじめを受けた生徒のみならず他の生徒が安心して教育を受けら

れるようにするための措置を講じることがある。 

③ いじめを受けた生徒の保護者といじめを行った生徒の保護者との間で争いが起こらな

いよう配慮する。 

④ 校長及び教員は、いじめを行っている生徒に対して、教育上必要があると認められると

きは、適切に懲戒を加える場合がある。 

 

Ⅴ 重大事態への対処 

１ 重大事態は、①いじめにより生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認め

るとき、又は②いじめにより相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いが

あると認めるときに、該当する。 

２ 重大事態が発生した場合には、富岡市教育委員会に報告する。また、富岡市教育委員会の

指示により第三者からなる調査委員会を設置し、質問票の使用その他の適切な方法により

事実関係を明確にするための調査を行う。なお、富岡市が調査委員会を設置した場合には、

その指示を受け調査に協力する。 

３ 本校が調査委員会を設置した場合には、教育委員会より調査及び関係者を含む外部への情

報の提供について必要な指導及び支援を受ける。 

４ 本校が設置した調査委員会で重大事態に関する調査を行った場合には、いじめを受けた生

徒及びその保護者に対して、教育委員会の指導を受けながら事実関係等の情報提供を行う。 

 

Ⅵ 取組の評価・検証 

１ いじめの防止等に向けた取組について学校評価等を用いて検証し、その結果を教育委員会

及び保護者、地域に報告するとともに、取組の改善を図る。 

２ それぞれの事案ごとに、誘因・要因、事象の事実、指導・ケアの詳細などを項目ごとに検

証し、記録に残す。また、検証をもとに評価を行い、取組方針や取組方法の改善にフィー

ドバックさせる。 


